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◎令和５年度経常収支比率分析資料

※１　

※２　

※３　 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を３１のグループ（一般市：16・町
村：15類型）に分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体をいう。

 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に
弾力性があることを示している。

 本レーダーチャートは、令和５年度の亀山市決算値と令和４年度の類似団体平均値より
算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

 参考（令和５年度決算に基づくレーダーチャート：財務課試算）
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【経常収支比率の推移】

前年度に比べ臨時財政対策債が約２億７，４６０万円の減となったこと、人件費に係る経常

経費が２億８，６５０万円の増となったことから、経常収支比率は 前年度より １．６ ポイント 後

退した ８６．８％となった。

なお、人件費及び物件費については、多くの市が複数で広域処理をしている 消防事務 ・

廃棄物処理 を、 当市は単独で行っていることから、 施設管理等にかかる経費が類似団体に

比して大きくなっているため、経常収支比率に占める割合は高い水準となっている。
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構 成 比 決 算 額 構 成 比 一 般 財 源 等 経常充当一般財源

人 口 密 度 69.8% 4,939,928千円 22.8% 4,501,032千円 4,211,346千円 30.3% 30.7%

261人/K㎡ 第 ３ 次 1.6% 2,884,584千円 13.3% 2,628,298千円 2,459,141千円 17.7% 17.9%

263人/K㎡ 14,261人 0.0% 3,982,324千円 18.4% 1,250,942千円 823,047千円 5.9% 6.0%

59.5% 0.4% 1,947,522千円 9.0% 1,947,522千円 1,947,522千円 14.0% 14.2%

14,467人 0.4% 1,947,522千円 9.0% 1,947,522千円 1,947,522千円 14.0% 14.2%

59.5% 9.2% 0千円 0.0% 0千円 0.0% 0.0%

0.8% 10,869,774千円 50.1% 7,699,496千円 6,981,915千円 50.3% 50.9%

0.0% 4,194,875千円 19.3% 3,258,305千円 2,577,389千円 18.6% 18.8%

0.2% 775,980千円 3.6% 711,409千円 176,486千円 1.3% 1.3%

1.1% 2,667,178千円 12.3% 1,495,168千円 1,016,911千円 7.3% 7.4%

0.6% 1,572,904千円 7.2% 1,308,625千円 1,298,170千円 9.4% 9.5%

15.8% 147,773千円 0.7% 103,421千円

15.8% 352,428千円 1.6% 336,428千円 0.0% 0.0%

0.0% 0千円 0.0% 0千円

0.0% 1,119,789千円 5.2% 555,398千円 0千円 0.0% 0.0%

単 年 0.0% 64,024千円 0.3% 64,024千円

平 均 0.0% 1,114,228千円 5.1% 549,837千円

0.0% 293,535千円 1.4% 38,699千円

0.0% 811,219千円 3.6% 506,727千円

0.0% 9,474千円 0.0% 4,411千円

0.0% 5,561千円 0.0% 5,561千円

0.0% 21,700,701千円 100.0% 15,468,250千円 12,050,871千円 86.8% 87.8%

0.0% 5,003,952千円 23.0% 4,565,056千円 4,211,346千円

0.0%

0.1% 86.8%

0.0% 12,050,871千円

0.0% 13,880,275千円

100.0% 　※ （　　）内は減税補てん債及び臨時財政対策債を除いたもの

構 成 比 決 算 額 構 成 比 一 般 財 源 等

26.9% 228,098千円 1.1% 227,666千円

7.4% 2,330,196千円 10.7% 1,919,428千円

34.3% 8,182,925千円 37.7% 3,896,011千円

53.0% 2,703,446千円 12.5% 2,207,633千円

1.9% 24,382千円 0.1% 8,255千円

3.5% 689,318千円 3.2% 578,238千円

0.0% 492,776千円 2.3% 388,665千円

0.0% 1,893,691千円 8.7% 1,496,618千円

法 職 員 数 7.4% 873,319千円 4.0% 798,906千円

有 18人 0.0% 2,329,467千円 10.7% 1,993,747千円

有 1人 7.4% 5,561千円 0.0% 5,561千円

有 145人 100.0% 1,947,522千円 9.0% 1,947,522千円

有 14人 均 等 割 0千円 0.0% 0千円

無 11人 所 得 割 現 年 計 0千円 0.0% 0千円

無 1人 均 等 割 99.01% 96.43% 21,700,701千円 100.0% 15,468,250千円

無 法人税割 99.51% 97.90%

無 99.32% 97.24%

△686,140千円 △1,188,872千円
Ｆ ＋ Ｇ ＋ Ｈ - Ｉ

債 務 負 担 行 為 額 8,905,370千円

-

滞 納 税 回 収

-

健

全

化

判

断

比

率

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将 来 負 担 比 率

実 質 単 年 度 収 支
Ｊ

固 定 資 産 税 1.4% 市 税 合 計 25.16%

法 人
50～3,000千円 市 民 税 22.72%被保険者1人当費用 583,231円

徴 収 率 （ ％ ）
個 人

3,500円下 水 道 905,655千円 810,000千円

加 入 世 帯 数 5,212世帯

１世帯当保険税調定額 150,914円

介 護 保 険

１人当保険税調定額 101,544円

合 計

12.3％・9.7％・6.0％ 固 定 資 産 税 29.49%

標準税率 区 分 過 年 前 年 度 充 用 金

後 期 高 齢 1,860千円 595,309千円

適

用

税

率

市

民

税

2,536千円 教 育 費

国民健康保険 74,023千円 313,040千円

被 保 険 者 数 7,746人 合 計 10,341,563千円 3.5% 9,577,405千円

都市計画税 761,622千円 3.7% 761,622千円 災 害 復 旧 費

764,158千円 公 債 費

諸 支 出 金

土 木 費

工 業 用 水 道 308,515千円 0千円

国

保

会

計

状

況

収 入 額 消 防 費

病 院 888,981千円 242,561千円

普通会計からの繰入金 313,040千円 入 湯 税 2,536千円

4,591,733千円 目 的 税 764,158千円 3.7% 764,158千円

△5.8%

農 林 水 産 業 費

事

業

会

計

の

状

況

事 業 名 実 質 収 支 額 普通会計繰入金

議会副議長 H17.1.11 商 工 費

上 水 道 868,369千円 4,708千円

議 会 議 員 H17.1.11 390,000円 特別土地保有税 0千円

420,000円 鉱 産 税 0千円 － 0千円 0千円

一般職員等総数 ( 令和6年4月1日現在 )

議 会 議 長 H17.1.11 495,000円 市 た ば こ 税 356,855千円 5.3%

650,000円 軽 自 動 車 税 193,733千円 10.2%

合 計 447人 142,741千円 319,331円

病 院 事 業
管 理 者

H28.3.29

臨 時 職 員 0人 0千円 0円

消 防 職 員 79人

民 生 費3,548,574千円 9.0% 3,548,574千円 0千円

労 働 費193,733千円

衛 生 費

23,479千円 297,200円

副 市 長 H17.1.11

5,478,243千円 △0.1% 5,478,243千円

0千円

特

別

職

等

区 分 2,782,164千円 0千円

教 育 長 H28.3.29 650,000円 固 定 資 産 税

計

0千円

356,855千円 0千円

△100.0% 0千円 0千円

議 会 費個 人 2,782,164千円 4.5%

法 人 766,410千円 28.7% 766,410千円 0千円 総 務 費

教 育 公 務 員 21人 6,279千円 299,000円

市 長 H17.1.11

改 定 日 １ 人 当 月 額 市

民

税

995,000円

745,000円

一

般

職

員

等

区 分 職 員 数 給 料 月 額 １ 人 当 月 額

単年2.9% 平均:3.0% 　市税 　歳出区分

一 般 職 員 347人 112,983千円 325,600円

- 区 分 決 算 額 増 減 率 標 準 税 率 超 過 税 率 分 区 分 そ の 他 参 考 事 項

う ち 技 能 職 22人 5,645千円 256,600円

土地開発基金現在高 798,125千円

合 計 22,346,962千円 100.0%

経常経費充当一般財源

13,724,975千円

地 方 債 現 在 高 14,397,939千円

う ち 臨 時財 政対 策債 155,300千円

1.6% 12,605千円 経常収支比率 ( 87.8% )

0.7% 経常一般財源総額 ( 13,724,975千円 )

地 方 債 391,200千円 1.8%
積 立 金 取 崩 額 Ｉ 622,604千円 790,574千円

財 政 調 整 基 金 1,868,777千円

諸 収 入 363,514千円

う ち 人 件 費

歳 出 合 計

災 害 復 旧 事 業
積 立 金

特 定 目 的 基 金 4,479,396千円

寄 附 金 75,547千円

財 産 収 入 20,650千円 0.1%

減 債 基 金 666,939千円
Ｇ 2,427千円 2,444千円

繰 上 償 還 金 Ｈ

Ｅ － 前 年 度 Ｅ

単 年 度 収 支
Ｆ △65,963千円 △400,742千円

積 立 金 現 在 高 7,015,112千円

繰 越 金 435,374千円 1.9%
0千円 0千円

繰 入 金 840,042千円 3.8%

県 支 出 金 1,360,111千円 6.1%

0.3%

Ｅ 628,299千円 694,262千円

標 準 財 政 規 模 13,602,071千円

Ｃ － Ｄ 実 質 収 支 比 率 4.6%

国 庫 支 出 金 3,415,857千円 15.3%

手 数 料 92,025千円 0.4%

公 債 費 負 担 比 率 12.1%

う ち 人 件 費

前 年 度 繰 上 充 用 金

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業

県 営 事 業 負 担 金

内
訳

補 助 事 業

単 独 事 業

0.0% 3,965千円翌 年 度 に 繰 越 す べ き
財 源

Ｄ 17,962千円 91,112千円

基 準 財 政 需 要 額 11,015,554千円

基 準 財 政 収 入 額 8,840,645千円

分 担 金 及 び 負 担 金 300,877千円 1.3%

3,965千円交通安全対策特別交付金

財 政 力 指 数
0.803

0.819 使 用 料 171,566千円 0.8%実 質 収 支

2,162,492千円 投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金

Ａ － Ｂ

区 分 指 数 等

特 別 交 付 税 406,207千円 1.8%

歳 入 歳 出 差 引 額
Ｃ 646,261千円 785,374千円

普 通 交 付 税 2,162,492千円 9.7%

Ｂ 21,700,701千円 23,991,060千円
地 方 交 付 税 2,568,699千円 11.5%

地 方 特 例 交 付 金 80,896千円

事 務
協 同 処 理

歳 出 総 額

143,816千円 0.6% 143,816千円 補 助 費 等

29,723千円 0.1% 29,723千円 維 持 補 修 費

0.4% 80,896千円 繰 出 金

2,162,492千円

市町村税滞納整理

積 立 金

105,642千円 小 計

歳 入 総 額 Ａ 22,346,962千円 24,776,434千円
自動車税環境性能割交付金介護保険事業

法 人 事 業 税 交 付 金

元 利 償 還 金

1,823千円 0.0% 1,823千円 物 件 費

1,959人 49,438人 　　・山振　　・近畿 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 105,642千円 0.5%

地 方 消 費 税 交 付 金 1,265,902千円 5.7%

指 定 団 体

公 債 費

R6.1.1 46,908人 2,405人 49,313人
Ｈ２７年国調

R5.1.1 47,266人 2,237人 49,503人 2.9% 37.6%

717人 9,150人 株式等譲渡所得割交付金 58,945千円 0.3% 58,945千円

1,265,902千円 一 時 借 入 金 利 子

登録人口 日 本 人 外 国 人 住基台帳人口 2.5% 38.0% 配 当 割 交 付 金 53,669千円

9,103人 利 子 割 交 付 金 2,671千円 0.0% 2,671千円 扶 助 費Ｈ２７年国調 50,254人 3.6% 191.04K㎡
Ｒ ２ 年 国 調

602人

0.2% 53,669千円

1.0% 222,885千円 う ち 職 員 給Ｒ２年国調 49,835人 -0.8% 191.04K㎡ 区 分 第 １ 次 第 ２ 次 地 方 譲 与 税

産 業 別 就 業 者 数 地 方 税 10,341,563千円 46.3% 9,579,941千円 人 件 費

構 成 比 経 常 一 般 財 源 区 分

　歳入 　性質別歳出 経 常
収 支
比 率

減 税
補てん債
等 を 除 く市 町 村 名 亀 山 市 Ⅰ － ２ １ － ２ 区 分 決 算 額

令 和 ５ 年 度 決 算 状 況
市 町 村 コ ー ド ２ ４ ２ １ ０ １ 市 町 村 類 型 交 付 税 種 地

人 口 増 加 率 面 積

222,885千円

区 分 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 　　・中部　　・特農 自 動 車 取 得 税 交 付 金

R4.1.1 47,479人


